
60

紹介・スクラップブック
「千葉県地方自治関係記事」

一般社団法人 千葉県地方自治研究センター

理事長　井下田　猛
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□	県内外の動向を集約・凝縮して発信してい
るスクラップブック
当千葉県自治研セン

ター研究員で元千葉市
立図書館長の鶴岡美宏
氏の努力により、「地
方自治関係記事」の新
聞記事の切り抜きが精
力的にすすめられてい
る。県内各紙から日々
発信される膨大かつ多
岐にわたる本県内外の自治体動向は時系列的
に集約・収録されて、スクラップブックが既
に３分冊にまとめられている。

当センターの会員さらに読者の皆さんには
本スクラップブックの“現物にあたる”こと
を期待したいが、本県と県内自治体特有の問
題点と課題の所在に迫る観点から３分冊に見
られる県内外の動向を要約・摘記して、紹介
することにしよう。

□	平成の大合併に幕から自治体クラウドの提
案などまで目白押しの自治体情報
第１分冊（’10年３月28日～５月31日分の

収録、以下、月日と新聞の呼称は割愛）は「平
成の大合併　31日に幕」（『毎日』３.29）か
らはじまる。ここでは「99年以降市町村が半
減し効率化、地域衰退と功罪残し」と全国動
向を要約している。次いで「北総線「市負担分」
を削除」（『千葉』３.30）と北総鉄道の高額
運賃値下げ支援補助金を巡る白井市議会の意
向を伝えている。なお、これについてはふじ
しろ政夫「北総鉄道運賃値下げと地方自治」

（本誌第３号所収参照）に詳しい。そして「政
調費返還求め勧告　千葉市監査委員　14市議
493万円」（『朝日』３.30）、「市川　市議の費
用弁償廃止」（『読売』３.30）などが続く。

さらに「地域主権戦略会議に回答　権限
移譲に省庁抵抗」（『日経』４.１）、「政令指

定都市、続々誕生なぜ？」（『朝日』４.２）、
「市川市の職員採用　年齢、学歴一部問いま
す」（『毎日』４.３）が登場し、議会改革の
一環として千葉市に採用されることになった

「「所信表明」など導入検討　議長選見直し
本格議論へ」（『千葉』４.15）が伝えられて
いる。さらに「子ども手当で市　６月11日支
給スタート」（『千葉』４.23）、「信頼ある病
院づくりを　銚子市立病院が再開」（『千葉』
５.２）、「自治体も人柄・思考力重視、知識
より意欲／面接や「記述式」増やす」（『日経』
５.７）、「船橋市　提訴で滞納回収へ　市営
住宅使用料など債権52種類」（『毎日』５.11）、

「地域主権改革って何？　市町村に権限を集
約　出先機関廃止に抵抗も」（『毎日』５.13）
などが記載されている。

一方、「首長ＶＳ.議会　住民の支持を競い
合え」（『朝日』５.13）は発信力のある首長
と議会との激突と関連する社説だが、以後同
様な記事が繰り返される。「「区役所分権」第
１号　地域の課題解決を応援　〈千葉〉中央
区、活動費20万円まで補助」（『千葉』５.17）、

「「インフラ整備やる」道路やトイレ医療費無
料は中３まで　森田知事インタビュー」（『毎
日』５.21）が示されている。「「自治体クラ
ウドって何？９都県市会議で千葉市長提案」

（『千葉』５.22）は、巨大コンピューターに
任せることでサーバーの運用・管理費が共同
利用から削減される新技術の導入策が提起さ
れている。そして

「高校無償化「減免
率」一律適用　国
の交付金、減額も
　県や千葉市など
で」（『朝日』５.24）、

「県不正経理　16外
郭 団 体 7653 万 円 」

（『毎日』５.29）が
見られる。

千葉県自治研センター
研究員　鶴岡美宏氏
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□千葉市の立候補制議長選から参議院選、
八ッ場ダム負担金留保などの第２分冊
第２分冊（６.１～７.30）冒頭は「千葉

市議08年度政調費支出　目的外使用408万円
　監査委員　市長に返還請求勧告」（『毎日』
６.１）であり、「匝瑳市で「市長と語る会」
まちづくりへ届け市民の声」（『千葉』６.３）、
次いで千葉市の「「信頼される議会」訴え　
初の立候補制議長選」（『千葉』６.11）、「熊
谷千葉市政１年」上・中・下（『朝日』６.12
～14）、「参院選2010臨戦」１～６（『読売』
６.15～22）が続く。「「料金見直し」に集中
　６月千葉市議会議案質疑」（『千葉』６.15）、

「27市民活動の支援決定　船橋市」（『千葉』
６.21）、「大幅カットに地方悲鳴　公共事業
参院選2010」（『読売』６.21）、「「大阪都」構
想提唱　橋下知事「二重行政解消を」」（『日経』
６.21）、「参院選　地域主権改革　やはり「一
丁目一番地」だ」（『毎日』社説６.26）、「看
護師確保に奨学金　南房総市で来月にも導
入」（『千葉』６.24）、「白井市議会　再び負
担金削除　北総線値下げ問題」（『千葉』６.30）
などが記述されている。

７月に入ると「市立病院移転の白紙強調　
本郷谷・松戸市長初登庁　議員定数減も表明」

（『読売』７.６）、「苦悩する健康保険」上・
下（『日経』７.７～８）、「参院選　菅民主大
敗　厳しい試練が始まった」（『毎日』社説７．
12）、「かすむ地域主権改革　自治体覚悟問わ
れる」（『日経』７.13）、さらに「医師“卵”
から確保　首都圏の病院でも不足深刻」（『日
経』７.14）、「国保、被用者保険に再編　後
期高齢者医療　厚労省案現役と別会計」（『読
売』７.18）、「サラリーマンの妻国民年金　
45万人実態とズレ」（『毎日』７.20）、「副市
長ら８人、辞職願　松戸市長週内にも受理判
断」（『朝日』７.21）と続く。

次いで「ツイッターで市民と対話会　熊谷
千葉市長　来月10日、「財政」テーマに」（『千

葉』７.23）、「県内６市町、交付団体転落」
（『読売』７.24）、「迫られる自治体クラウド
　非効率の切り札か　千葉で研究会外部に行
政データ、共同利用」（『読売』７.24）、「高
齢者医療　見直すなら、ていねいに」（『朝
日』社説７.26）、「老いる都市　介護保険10
年の現場①～④」（『日経』７.27～30）、「八ッ
場負担金６都県留保　早期検証政府に圧力」

（『朝日』７.28）、「手話で「遠隔手続き・相談」
可能に　市原市役所　テレビ電話で接続　南
総支所」（『朝日』７.29）などが収録されて
いる。

□所在確認問題、事業仕分け、公契約条例で
工事発注、北総線負担問題などから個性派
首長と議会の対立まで
第３分冊（８.１～10.６）の場合、「老朽

施設対策協議会　習志野市　専門家の知恵
でコスト削減」（『毎日』８.２）、「所在確認
　行政に限界　100歳超不明18人」（『毎日』
８.４）他などの報道が繰り返されている。

「「いざという時支援員派遣　船橋市、県内初
の試み」（『千葉』８.14）、「人件費抑制へ多
角的議論を　公務員給与勧告」（『読売』社説
８.14）、「四街道市も事業仕分け」（『日経』
８.17）、「「ねじれでどうする」地域主権改革
　「骨抜き」監視する好機だ」（『毎日』社説
８.19）、「県境越えて観光振興　「銚子市」な
ど利根川下流連携で舟の旅」（『日経』８.19）、

「75歳以上と現役　同じ保険　高齢者医療制
度骨格」（『朝日』８.21）、「幕張新都心　未
利用地の分譲　来月再開　県、千葉市と活用
方針」（『日経』８.21）、「我孫子市　ペット
霊園規制条例案」（『読売』８.25）、「県の損
失総額は60億円に　かずさアカデミアパー
ク再生計画案」（『千葉』８.26）、「首長ＶＳ．
議会　先鋭化　リストラ手法巡り溝」（『日経』
８.26）、「千葉市　歳入・歳出９.２％増　昨
年度決算　市税収入は３.３％減」（『日経』
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８.26）、「75歳以上宅に火災警報器　栄町　
500世帯分、公費設置へ」、「大網白里町が環
境都市宣言」（ともに『千葉』８.27）、「２事
業を「廃止」に　流山で公開９件仕分け」、「圏
央道と地域発展　首長討論　茂原市役所で　
沿線７自治体が参加」（ともに『朝日』８.29）
が示されている。

次いで09年９月に公共事業に最低賃金支払
いを義務付けた全国初の野田市の公契約条例
と関連して、「「官製ワーキングプア」解消目
指し　初めて工事発注　野田市、公契約条例
で」（『毎日』８.31）が登場する。なお、こ
れに関連して「国が動かないなら地方から変
える！　野田市公契約条例２／26に業務委託
入札を実施」（本誌創刊号所収）を参照され
たい。そして「「何としても予算化を」北総
線負担巡り白井市長」（『日経』８.31）、「市
民団体と行政協働で課題克服　浦安市きょう
から事業募集」（『千葉』９.１）、「千葉市土
地公社解散へ　１２月議会に提案　外郭団体
見直しの一環」（『読売』９.３）、「政務調査
費でパソコン、エアコン…県議の領収書公開」

（『読売』９.５）、「市民協働の推進拠点　四
街道、みんなで地域づくりセンター開設」、「公
益活動立ち上げ支援　白井市が新補助金制
度」（ともに『千葉』９.６）が記載されている。
「市債残高、初の減少　区長の人事権「検討」

　９月千葉市議会・代表質疑」（『千葉』９.７）、
「工業団地に病院　進出企業「反発」　東金
と九十九里町の地域医療センター」（『朝日』
９.７）、「市長肝いりポスト待遇「異議あり」
　松戸市政策推進研究室長　市議会で質問が
集中」（『読売』９.８）、「千葉市議の資産一覧」

（『千葉』９.９）、「市、補助金見直し公開ヒ
アリング　「高原千葉村給食」など５件　過
半数評価「廃止すべき」」（『千葉』９.10）、「港
のにぎわい創出始動　千葉市、水上バスなど
実験」（『日経』９.15）が摘記されている。

さらに「高架下２ヵ所に保育所　待機児童

対策で船橋市　駅近く、送り迎えに便利」（『千
葉』９.18）、「国保保険料　上限上げ　来年
度２～４万円　中所得層は負担減　厚労省方
針」（『日経』９.20）、「公務員制度改革の論
点㊤、㊦」（『日経』９.20～21）、「勤務評定
　全面開示　公立校教員５人　県教委決定　
県審議会の答申で」（『毎日』９.23）、「７事
業に「不要」判定　四街道市で事業仕分け」

（『千葉』９.27）、「「後期高齢者」廃止し新制
度へ　高齢者医療、運営は市？県？」（『日経』
９.27）、「一括交付金化　公共事業で　片山
善博総務相」（『毎日』９.28）、「国保、都道
府県単位に再編　「後期高齢者」廃止後の13
年度以降　厚労省方針」（『日経』９.28）、「健
全化の陰　泣く住民　自治体財政　町営浴場
を廃止・へき地保育所閉鎖　低下する住民
サービス」（『読売』９.29）、「北総線補助金
　白井市が支出へ　議会空転、市長専決で」

（『毎日』９.30）、「子育て支援「みらいカード」
　市内109店舗でサービス　松戸市が交付ス
タート　各種証明書もコンビニ取得」（『千葉』
10.２）、「高齢者、介護サポーターに　柏市、
ボランティア活用新制度　話し相手や清掃福
祉施設で支援」（『日経』10.５）、「市施設整
備で住民投票を　八千代、条例求める　必要
数超える署名提出」（『読売』10.５）、「交付
税見直し・地方債自由化…片山改革道険しく
　期待先行・後ろ盾に弱さ」（『日経』10.５）、
そして本稿最後の名古屋・河村市長、大阪・
橋下知事、阿久根・竹原市長の動向を伝える
に当たって「個性派首長　悩む記者」（『朝日』
10.６）が報道する側の声を率直
かつ直截に
語って
いる。


